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研究成果の概要（和文）：近年世界的な動向として、学校教育で学び方も身につけさせようとする発想が広まっ
ている。この視点を育成するためには、認知カウンセリングを経験することが有効であると考えられた。そこ
で、認知カウンセリングに関する実践的・実証的研究を行ない、以下の４つを明らかにした。まず、認知カウン
セリングの視点を身につけたかを測定する課題を開発した。次に、その課題を用いて、教職志望の学生が認知カ
ウンセリングを体験することで、診断や指導のあり方に変化が見られることを示した。さらに、教育センターと
連携し、認知カウンセリングを行える実践的フィールドを生み出した。最後に、認知カウンセリングのための新
たな研修方法を開発した。

研究成果の概要（英文）：Improving learning skills via the instruction provided in schools is an 
essential topic in recent discussions about education globally, one of the reasons being that such 
skills are considered necessary for surviving and thriving in our current and future societies. In 
this research, we considered the experience of cognitive counselling to be effective toward 
achieving this goal. We therefore conducted practical and empirical studies relating to cognitive 
counselling and achieved the following four outputs. (1) We developed tasks to assess cognitive 
counselling skills. (2) We examined the effects of experiencing cognitive counselling on enhancing 
the quality of instruction provided by pre-service teachers. (3) We collaborated with local 
educational centers to develop the practice competencies of students’ teachers and researchers in 
providing cognitive counselling. (4) Finally, we developed a practical training program for 
cognitive counselling.

研究分野：教育心理学
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1. 研究開始当初の背景	 	

近年世界的な動向として、学校教育の中で育

成すべき学力の捉え方が大きく変化している。

OECD のキー・コンピテンシーという考え方に端

を発し、教科知識とともに、自立的に学習する

能力を育むことが求められるようになってきて

いる。日本でも、「資質・能力の育成」という

言葉が次期学習指導要領に明記され、メタ認知

という言葉も明示されている。これよって、学

校現場の中では、教科を横断するような学習ス

キルや、それを支える考え方を、広い意味での

学力と捉え、学校現場で学力として保証する必

要性が生まれている。	

教育心理学の領域には、学び方に関する研究

を行っている学習方略研究や、学び方を支える

学習者の考え方に関する研究を行っている学習

観研究があり、こうした議論に資するような知

見が多数見られる。その一方で、現実の学校に

おける指導にはこうした知見が必ずしも生かさ

れていないという実態がある（植阪・瀬尾・市

川、2013）。心理学的知見を生かした実践的研

究を行う必要性と、それを踏まえて学術的観点

からも新しい知見を生み出す必要がある。	

教育心理学的研究が現代的な問題を扱いなが

らも、必ずしも実践的でなかったという反省を

踏まえ、心理学を生かした個別学習相談を行う

実践として、「認知カウンセリング」（市川、

1989）が行われている。この活動は、長年にわ

たり、東京大学を中心に実践されてきた。単に

わからない内容を教えるのではなく、学習方略

や学習観といった視点から診断・支援し、学習

者の自立を促すことを目指している。この活動

は 1990 年代の後半の一時期、区報などをつかっ

て文京区の子供達に広報され、夏休みを中心に

東京大学にて実践されていた。しかし、2000 年

代に入り、夏休みにはより大規模な実験授業が

開催されるようになり、認知カウンセリングは

散発的に行われるにとどまっていた。	

学習方法や学習観についての指導は、学力と

して保証すべきものとされていながら、まだま

だ学校現場では保証されていない。このような

状況では、どのような社会階層の子供であって

も、無償で学習方法に関する指導を受けられる

場を準備することは、学力保証の点からも重要

である。またそうしたフィールドに（特に若手

の）研究者がでていくことによって、より実践

的で有意味な研究が生み出される可能性がある。

そこで、現場と連携しながら、認知カウンセリ

ングを行える実践的フィールドを開発し、本当

に認知カウンセリングと呼べるだけでの指導を

提供する必要がある。そのための効果的な研修

法の開発も必要である。	

また、教職志望学生が、認知カウンセリング

を経験することで、学習方略や学習観といった

新たな視点を意識した診断や指導を身につけら

れる可能性がある。そのことを明らかにするこ

とは、教職課程の教育においても重要である。

ただし、こうしたことを実証的に明らかにす

るためには、認知カウンセリングが持つ視点

を身につけたかどうかを測定する課題が必

要である。	

	

２．研究の目的	

こうした問題意識を踏まえて、本研究では、

認知カウンセリングに関する実践的・学術的

研究を行った。より具体的には以下の４つが

目的であった。	

	

目的１）認知カウンセリングの視点を身につ

けたのかどうかを測定する課題を

開発する。	

目的２）それを用いて、教職志望の学生に認

知カウンセリングを実践してもら

い、診断や指導のあり方に変化が見

られるのかを実証的に検証する。	

目的３）社会の場に、認知カウンセリングを

行える実践的フィールドを開発し、

そこで認知カウンセリング的指導

を展開する。	

目的４）認知カウンセリングの指導を行える

ようになるための研修方法を開発

する。	

	

以下では、この４つの従って研究成果を述

べていく。なお、本研究では、ここで紹介し

ない以外の多くの研究成果も上がっている。

それらについては、主な発表論文等の項目を

参照されたい。	

	

３．研究の方法	

	 方法論としては、調査・実験・実践を組み

合わせて行なった。	

	

４．研究成果	

上述した４つの目的にそって、主要な研究

成果を説明する。	

	

目的１）認知カウンセリング力を測定する課

題を開発する：	

前述したように、認知カウンセリングでは、

学習方法上の問題についても診断し、支援す

る。また、認知心理学における意味での「理

解」を目指して指導するため、「深い理解」

を目指す。こうしたことを、目指した指導に

なっているのかを測定するための課題を開

発した。具体的には、認知カウンセリングで

見られたつまずき場面を示し、自分ならばど

のように指導していくのかを記述してもら

った。つまずき場面は複数用意しており、以

下に具体的なつまずき場面の例を示す。	

	

	



＜測定課題の例：つまずき場面＞	

ある女の子が、「分数が苦手」といってあな

たのところに相談にきました。試しに問題を解

いてもらったところ、1/2+1/3=1、と解いていま

した。あなただったら，この先、どうようにか

かわりますか？具体的に書いてください。	

	

このような場面において、診断的質問をして

いるか（例、「どうして 1/2＋1/3＝１だと思っ

たの？」）、意味理解を重視した説明をしてい

るか（例、ピザなどを例にしながら、通分する

ということの意味や必要性を説明しているか）、

子どもの理解を確かめるために、説明させるな

どして言語化を求めているか（例、今わかった

こと、説明してくれるかな、と求めている）、

学習方法に配慮した指導をしているか（例、図

をかいて考えると良いことなどを共有している

か）等いくつかの観点をどの程度含んでいるか

をコーディングした。	

この結果、意味に焦点をあてた指導は比較的

おこなわれているものの、理解した内容を外化

させたり、学習方法に配慮して指導したりする

ことなどはあまり行われていないことが明らか

になった。また、この傾向は、回答者の学力に

よらず、一貫してみられることも明らかになっ

た。この研究は、海外の教育系のジャーナルに

掲載された（業績 1）。	

	

目的２）教職志望の学生が認知カウンセリング

を体験することの効果を検証する：		

２つ目の目的は、教職志望の学生が認知カウ

ンセリングを体験することによって、指導の視

点に変化が見られるのかを実証的に明らかにす

ることであった。これについては、教職志望の

学生を対象にした大学での授業を用いた実践的

研究を行い、目的１によって作成した課題を用

いて効果を検証した。具体的には、教職志望学

生を対象とした授業において、認知カウンセリ

ングについて教え、学生が「〜がわからなくて

困っている」という人に対して何らかの個別学

習相談を行う。それらをレポートしてまとめて

提出する。授業では、何名かを代表で発表させ

て議論した後に、ペアで自分たちの実践につい

て紹介し、フィードバックをもらうという活動

を行なった。こうした活動を取り入れた前後で、

目的１で作成した課題を実施した結果、診断的

働きかけ、子どもへの理解確認、学習方略の意

識化を促す指導の３つの観点が向上しているこ

とが示された。これは、学習方略や学習観とい

った視点からの指導が増加していることが示さ

れたことを意味する。本研究は、査読つき学術

雑誌論文として、の日本教育工学会論文誌に掲

載された（業績２）。	

	

目的３）社会の場に、認知カウンセリングを行

える実践的フィールドを開発し、そこ

で認知カウンセリング的指導を展

開する：	

	 ３つ目の目的は、認知カウンセリングを行

える実践的フィールドを開発し、そこで認知

カウンセリング的指導を展開することであ

る。こうしたことを社会の中に用意すること

によって、次期学習指導要領では学力として

保証することが義務付けられているものの、

必ずしも現在学校現場では十分に指導でき

ていない「資質・能力」について、どのよう

な課程環境の子どもも利用できるような仕

組みが用意されたこととなる。	

	 このような仕組みの実装に当たって、教育

センターと連携することとした。具体的には、

東京大学がある文京区のセンター（文京区教

育センター）と連携し、認知カウンセリンを

希望する地域の学習者に対して無償で提供

する仕組みを、公的事業としてはじめた。

2015 年度には中学生を対象に、試験的に実

施し、2016 年から本格的に実施している。

初年度は 10 組弱であったが、本格実施が始

まっている 2015 年度からは、年間 20 組弱、

個別学習相談を実施している。	

	 ここで指導に当たっているのは、心理学の

研究を行う大学院生、大学生、さらには教職

志望の大学生である。事前に研修を受けても

らい、ボランティアで行なっている。こうし

た実践を通じて、研究者にとっても（業績

18）、教職志望学生（その後、教師として働

いている）（業績 18,23 など）にとっても、

有意味な体験であったことが明らかになっ

ている。	

	 ここでの実践事例は業績 44,	45 にあるよ

うに冊子にまとめられている。東大の機関レ

ポジトリで公開されている。また、抜粋版が

文京区内の全小中学校に配布されている。	

	

目的４）認知カウンセリングの指導を行える

ようになるための研修方法を開発

する：	

４つ目の目的が、認知カウンセリングの指

導を行えるようになるための研修方法を開

発することである。研究代表者が指導した学

生の一人が行った研究を通じて、熟達した認

知カウンセラーと一般の家庭教師とでは、個

別学習相談への関わり方に違いが見られる

ことが明らかになっている（業績13）。また、

熟達したカウンセラーにおける診断・指導の

視点に一貫性が高いことも明らかとなって

いる。	

一貫性が高い背景には、ケースを多く担当

した経験と、ケース検討会に長年参加してい

ることによって形成されたと考えられる。こ

うした視点をいち早く共有するためには、事

前研修を工夫することも必要である。	



そこで、単に座学ではなく、指導を体験でき

るような事前研修のあり方として、ロールプレ

イによる事前研修を開発した（業績20）。具体

的には、３名１組となり、１名が指導役、１名

が子供役、１名が観察役となる。子供役と観察

役とには、事前に学習上のつまずきを設定する

（丸暗記をしていて、構造を理解していないの

で漢字が覚えられない、など）。ロールプレイ

を通じて、指導者がそれを掴めるのかというの

が一つのポイントである。つまずきは、学習観

の問題や、学習方略の問題をくみあわせて設定

されており、そのあたりまでつかめるかがポイ

ントとなる。また、これ以外にも、認知カウン

セリングにおいて重視されている意味理解とは

何かを理解してもらうためのロールプレイなど

も開発し、実践しているところである。	

以上のように、本科研では、学術的な成果を

上げるのみならず、現実の社会の問題を解決す

る、実践的な仕組みを作り出すことにも成功し

た。萌芽的研究として求められるに足る、一定

の成果を上げたと考えている。	
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